予算要求資料
平成26年度9月補正予算　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：社会福祉諸費
	事業名　見守りネットワーク活動強化対策費
（介護基盤緊急整備等臨時特例基金）


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　健康福祉部　地域福祉国保課　地域福祉係　電話番号：058-272-1111（内2521）

　　　　　　　E-mail： c11219@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　補正要求額　1,042千円（現計予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現計

予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補正

要求額
	1,042
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,042

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　認知症の高齢者が徘徊して行方不明となる事案が全国で相次いでいる。

　本県においても、平成２４年度、２５年度に警察に届出のあった認知症行方不明者が５２３名（累計）を数え、そのうち、平成２６年６月５日現在においてもなお行方不明のままとなっている方が４名存在している。

　認知症高齢者が徘徊すると、交通事故等の被害に遭う恐れがあり、大変危険であることから、家族だけでなく地域で対応することが必要である。

　このため、地域での見守りネットワークを強化することにより、徘徊する認知症高齢者を少しでも早く保護できるようにする。
（２）事業内容

　地域の見守り活動員（民生委員、自治会関係者、近隣住民等）の心得、役割等について掲載した見守り活動員携帯用ポケットガイド（平成２３年度作成）に、新たに認知症高齢者対策を盛り込み、各活動員に啓発する。

※見守り活動員ポケットガイドの作成　　42,500部
（３）県負担・補助率の考え方

　見守り活動員ポケットガイドは県が作成しており、今回も、県全域における見守りネットワークの活動の強化を図る観点から、県の負担にて作成する。

（４）類似事業の有無
なし
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	　1,042
	岐阜県社会福祉協議会に委託して冊子を作成、啓発する。

	合計
	1,042
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項

（１）各種計画での位置づけ
　岐阜県地域福祉支援計画－地域での支え合い活動の発展支援

（２）事業主体及びその妥当性

　見守りネットワーク活動は、地域住民個々の見守り活動を結び、住民相互のつながりによって定期的に声掛け・訪問等を行うなかで、悩んでいることや困りごとに気づき、その解決を図っていくという地域福祉の活動である。県では、県内における地域福祉の中核的組織である岐阜県社会福祉協議会に委託して事業を実施する。

事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　平成30年度までに県下の自治会における見守りネットワークの活動実施率を100％にする。（平成25年10月時点：68.5％）


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	見守りネットワーク活動実施率
	55.6％
（H22）
	54.8％
（H23）
	59.3％
（H24）
	68.5％
（H25）
	100％
（H30）
	68.5％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組・成果）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
　岐阜県地域支え合い体制づくり補助金にて見守りネットワーク活動の立ち上げを支援した。
　※見守りネットワーク活動立ち上げ支援数：８事業
　　・市町村単位：３事業
　　・自治会等単位：５事業



（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　見守りネットワーク活動の実施率は着実に増加しているものの、推進役となる市町村や市町村社協の意識や取組に大きな違いがあるのが現状である。

　しかし、同活動は住民からのニーズも高いことから、市町村等、現場の意見を反映させながら、本事業を継続的に実施し、活動の促進を図る。
　


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　高齢者人口が増加するなか、住み慣れた地域でいつまでも安心して暮らすことができるようにするには、介護保険等の制度サービスのほかに、地域での支え合いによる活動が必要である。
　特に最近、認知症の高齢者が徘徊して行方不明となる事案が全国及び本県で相次いでおり、見守りネットワークの強化が必要となっている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	　県下の自治会における見守りネットワーク活動実施率は、長期構想策定時の50.8％（H20）から68.25（H25）に増加している。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　平成23年度に作成した「見守り活動員ポケットガイド」を活用し、見守り活動員等に直接配布するものであることから、効率的に活動の普及と強化ができる。



（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　見守りネットワーク活動は、地域によって取り組みに濃淡がある。県としては、高齢者が増加するなか、どの地域においても活動が実施されるようになることを目標としている。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　今回は認知症高齢者の徘徊事案が相次いでいることをきっかけとした事業であるが、今後も、地域での見守りネットワーク活動の普及及び強化に取り組む。


